
県民文化生活部



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【県民文化課】

文化企画振興事業費 △ 7,605 文化芸術会館移管推進交付金 △ 7,500

(217,757) ・長浜文化芸術会館の耐震工事相当額（吊り天井対策分）不要に

よる減額 △ 4,300

・安曇川文化芸術会館の耐震工事相当額不要による減額

諸 224 △ 3,200

○ △ 7,829一

文化施設管理運営費 16,781 （財）滋賀県文化振興事業団運営費補助金 19,523

(515,998) 今年度末退職予定職員に支払う退職金の補助を行うことによる

追加

使 △ 3,232

○ 20,013一

【生活衛生課】

水道施設緊急地震対 △ 5,333 配水池緊急遮断弁設置費補助金 △ 5,333

策事業費 (5,333) 水道の地震災害時における安定給水を確保するため、市町が実

施する配水池緊急遮断弁の設置に対して助成する。

5,333 → 0

○ △ 5,333 市町における事業計画が困難となったことによる減額。一

水道広域化促進事業 29,388 １ 南部水道用水供給事業上水道事業出資金 △ 28,000

費 (776,141) 国庫補助対象となった南部拡張事業の建設改良費について、総

務省の「地方公営企業繰出基準」に基づき出資する。

331,000 → 303,000

起 △ 28,000 実績に基づき減額する。

○ 57,388 ２ 水道用水供給事業負担金 57,505一

水道用水供給事業における平成18年度退職手当にかかる一般会

計負担金

0 → 57,505



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【人権施策推進課】

同和行政総合推進費 8,673 人権センター事業推進費補助金 13,033

(952,571) 同和問題をはじめとする人権問題解決のための諸事業を行う

（財）滋賀県人権センターの取り組みを促進するため、事業運

営に対して助成を行う。

国 △ 1,072 205,887 → 218,920

職員からの退職の申し出があったことによる退職手当の増額

起 △ 84,000 等による増

○ 93,745一

【ＩＴ推進課】

情報管理対策費 △ 30,476 １ 共通事務用プリンタの更新 △21,438

602,612 共通事務用プリンタについて、機器更新を行う。（ ）

22,628 → 1,190

○ △ 30,476 機器の調達方法の変更に伴う減額。一

地域情報化対策費 △ 20,257 １ びわ湖情報ハイウェイの運用保守 △14,014

610,004 県域の情報通信基盤として、びわ湖情報ハイウェイの安定的な（ ）

運用を行う。

460,789 → 446,775

起 △ 10,000 回線変更等による経費節減や機器更新における入札執行残によ

る減額。

○ △ 10,257一

２ 総合行政ネットワークの運用 △4,549

国および全国の地方公共団体を結ぶ行政専用のネットワークで

ある総合行政ネットワークの運用を行う。

72,787 → 68,238

総合行政ネットワーク接続負担金の減額による。

【総合防災課】

防災行政推進費 △ 13,222 １ ハザードマップ・地震被害想定結果融合委託料 △5,692

(228,441) 琵琶湖西岸断層帯等による推定震度分布や液状化予想図、浸水

想定区域図等を融合し、インターネット上に公開する。

9,000 → 3,308

○ △ 13,222 契約執行残額の減額。一



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

２ 国民保護計画運用方法検討委託料 △1,600

武力攻撃事態や緊急対処事態いわゆる大規模テロ等の発生にお

いて、住民の避難に関する措置等を実施するにあたり、警報の通

知、安否情報の収集・提供の方法等について検討を行う。

1,600 → 0

国において統一的な運用方法が示されたことに伴う減額。

３ 防災行政無線施設保守点検委託料 △1,703

各防災関連機関や市町を結ぶ通信基盤である防災行政無線シス

テムについて、正常に機能するよう保守点検を行う。

47,739 → 46,036

契約執行残額の減額。


